
勤労者世帯における消費支出の動向 5

勤労者世帯における消費支出の動向

一家政学を担当する背景情報として一

    5. 世帯の人数に関する検討

河野光子・前田 弘＊

1. はしがき

 この一連の報告は家政学の教科を担当する背景情報として. 学生が育った期間に起きた経

済変動が学生に及ぼした影響を調べることを目的し1980年から97年までの「家計調査年報」

に見られる勤労者世帯1世帯当たり年平均1か月の項目別支出に関する資料を分析し1-4)下

記のことが分かった:(1)バブル経済崩壊の影響は被服に当てられた支出の伸びの低下の型と

して最も早く現れ(2)やや遅れて食料と家具に当てられた支出の伸びの低下として現れた. 

しかし(3)住居に当てられた支出はその後も上昇を続けた. 他方(4)'80年から97年目問の

支出の伸びは教育に当てられた支出において特に著しかった. しかしこの伸びが大きかった

のは大都市における現象で本学の学生の主な出身地である中国地方と九州地方におけるその

伸ひは他の地方におけるよりも小さくしかも中国地方では96年目は支出が減少しはじめた

 これらの諸変化が起きた年における現在と将来の学生の年齢を考えそれらの変化が学生に

及ぼした影響について考察を加えた. しかし支出項日の中には世帯の人数の影響が大きい

ものとあまり影響を受けないものがあるはずである. この問題は本来各分類の世帯をさ

らに人数によって分けた資料を用いて検討しなければならないがそれでは結果が多岐にわた

り全般的な傾向を見失うおそれがあるので本報では各年の家計調査年報の第6表ぐ83年以

後は第7表)の「陣將人員・世帯主の年齢階級別1世帯当たり年平均1か月間の収入と支出(勤

労者世帯)」を用いて世帯人数の影響に関して分析し次のような結果を得られたので報告す

る:項目別支出に及ぼす世帯人数の影響は年・項目及び世帯人数によって異なりバブル経

済以前には食料・住居・光熱及び家具に当てられた支出に世帯人数の影響が現れたが. バブル

経済期には家具・被服・交通・教育及び教養に当てられた支出は人数との間に直線的増加

の傾向を示さなくなった. しかしバブル経済崩壊後はすべての項目に関して支出は人数に

従って増加する傾向を示した. またバブル経済崩壊による支出の減少は同じ項目に関しても世
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帯人数によって現れはじめる年が異なった. 

2. 材料及び方法

 分析に用いた資料は1980年から'97年までの各年の家計調査年報5｝の第6表('83年以後は

第7表)の「世帯人員・世帯王の年齢階級別1世帯:当たり■ li平均1か月間の収入と支出(勤労

者世帯)」である. 世帯は人数によって1990年までは2-7人及び8人以上の7段階に'91年

以後は2-5人及び6人以一. ヒの5段階に分けられている. 項目は消費支出並びに食料・住居・

光熱水道(以後光熱と略す. 以下同様)・家具家事川品(家具)・被服履き物(被服)・保

健医療(保健)・交通通信(交通〉・教育及び教養娯楽(教養)に分けられている. 

 これらの資料を用いて次の分析を行った:

1 主成分分析(計算ベースには分散・共分散行列及び相関係数行列を用いる)

   1・1項日別支出の世帯人数に伴う変化に関する年別宝成分分析

   1・2項日別支出の経年変化に関する世帯人数別主成分分析

   1・3各人数の世帯によって当てられた支出の経年変化に関する項H別主成分分析

2 1次及び2次回帰分析

   2・1 世帯人数に対する回帰分析

   2・2 (歴)年に対するIlll帰分析

3. 結果及び考察

3. 1主成分分析

 資料は(1＞年(2)世帯の人数及び(3)項目の3点で分けられた1か月の平均支出であるこ

れらの中のいずれか一つ(第1の要素)によって資料を分け次の要素(第2の要素)に伴う

変化に見られる第3の要素間の共通性と相違を見いだすことを試みた. これらの中で. 項目は

数値でないので第2の要語として選べない

3. 1. 1項目別支出の世帯人数に伴う変化に関する年別主成分分析

 分散・共分散行列を計算ベースとした分析によって得られた因子得点の世帯人数に伴う変化

を図1にt相関係数行列を計算ベースとした分析によって得られたそれを図2にこれらの計

算によって得られた第1主成分と第2主成分の因子負荷量を図3に示す. 相関係数をベースと

した1980-85及び'96年に関する言1'算における第1主成分と'81-86及び92年に関する計

算における第2主成分の因子負荷量の符号が反転したので図2と図3におけるこれらの因子

得点と因子負荷量に関する分図では符号(縦軸の. . L下)は反対になっている. 
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因子得点の経年変化(図1及び図2)   分散・共分散行列を計算ベースとした分析と相関

係数行列を計算ベースとした分析ては. ほとんど同じ結果が得られた. 

 図1に示すように. いずれの年に関しても7人まての世帯では項｝」別支出の世帯人数に

対するほぼ直線的な増加傾向が第1主成分の因子得点として抽出された. 

 第1主成:分の因子得点と世帯人数の関係によって. 本報で扱った⊥8年間は(1)'80年から『85

年まで〈2)'86年から90年まで及び(3)'91年から97年までの3期間に分けられる. 第1は

項日別支出が世精人数に対してほぼ直線的に増加した期間t第2は8人以上の世帯における項

H別支出に減少傾向が伺える期間第3は6人以上の世帯を一括した人数分類に変わった期間

である. 第1主成分の因子得点と世帯人数の関係だけでは. 第2と第3の期間を分けた方かよ

いかどうか疑問であるが後で述べる回帰分析の結果を加味すると分けた方がよい. 

 第1の期間と第3の朗間では第1†成分の寄与率は0. 85以上であり第2の期問では0、8以

上である. いずれの年でも項目別支出の世帯人数に伴う変化は上に記した第1主成分の因子

得点か示す傾向たけで表示できる。すなわち項目別支出は世帯人数に対して直線的に増加し

たとみなせる. 

 第2主成分は5人以」＝の世帯における項1］別支出の旧滞人数に伴う減少傾向を現す. この

主成分はいずれの年でも5人以上の1μ滞による支出が人数に比例するよりも低い項日か含ま

れることを示す. しかしその寄与率は『90年以外では01以. ドであり. その減少はあまり大き

くない. 

各項目に当てられた支出に対する因子負荷量(図3)   以1二の記載は主に各年において

それぞれの項目に当てられた支出の世帯人数に伴う変化に見られた項日間の共通性である. 本

報告の主なH的の一つは. 支出と世帯人数の関係に見られる項日間の違いを見いだすことであ

る各項1］に当てられた支出に対する第1主成分と第2主成分の因子負荷量を図3に示す. 

 先に記したように各年における第1主成分の寄与率が1に極めて近いのですべての項H

に当てられた支出に対する囚子負荷量が正の値を収れは. もし項目によって支出と世帯人数と

の関係に差があったとしてもその差は実際には極めて小さい. 各年に関する分図一一一すなわち. 

各項目に当てられた支出と廿帯人数と関係に見られる項El問の違い一に共通した最も顕著な

傾li」Jは住居に当てられた支山に対する因子負荷景が一1に極めて近い値をとることである. 

すなわち住居に当てられた支出は人数の多い世帯におけるほどの少ない傾向が調査した

全期間にわたって見られた. 

 食:料と光熱に当てられた支出に対する第1主成分の因子負荷量はどの年でも1に近い. す

なわち. これらの項口に当てられた支出は. どの年でも人数が多い世帯におけるほど多い. 

 それら以外の項目に当てられた支出に対する第2主成分の因子負荷量は90年頃まで年に
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図1. 項目別支出の世帯人数に伴う変化に関する年別主成分分析によって得られた因子得点の世帯人数

   に伴う変化(分散・共分散行列ベース). 

     注 縦軸は因子得点横軸は世帯人数最初は2人
       カッコ内の数値は各主成分の寄与率. 
                                       (次頁につづく)
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図2. 項目別支出の世帯人数に伴う変化に関する年別主成分分析によって得られた因子得点の世帯人数

   に伴う変化(相関係数行列ベース). 

     注 縦軸は因子得点横軸は世帯人数最初は2人
       カッコ内の数値は各州成分の寄与率. 
                                       (次頁につづく)
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図3. 項目別支出の世帯人数に伴う変化に関する年別主成分分析によって得られた因子負荷量の項目に
    よる違い. 
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よっ大きくて変動するが以後は0に近づき第1主成分の因子負荷最は1に近づく. この傾

向は特に被服・教育及び教養に当てられた支出に関して著しい. すなわちこれらの項目に当

てられた支出ではバブル経済崩壊後には世帯人数に対する直線的な増加傾向が強くなった. 

3. 1. 2 項目別支出の経年変化に関する世帯人数別主成分分析

 これは世帯の人数を第1の要素(暦)年を第2の要素とし三日を第3の要素とする主成分

分析でありt同一一一人数の世帯でも支出の経年変化が項目によってどのように異なるかを抽出す

ることを目的とする. バブル経済崩壊による変化が現れる'91年以後は7人と8人以上の世

帯は6人以上の世帯に含めて集計されていた. 90年以前の資料を以後の資料と同様に扱う

ためには. 各人数の世帯数を加重した平均支出を求めなければならない. 世帯数は世帯人数に

よって大きく異なる、したがって本報では7人と8人以上の世帯による支出に関しては図

を示すだけにし考察から除いた. 分散・共分散行列をベースにした計算と相関係数行列をベー

スとした計算を行ったが結果はほとんど変わらないのでT以下は主に前者について記す. 分

散共分散行列をベースとした2人・6人及び7人の1一帯に関する計算において第2主成分

の因子負荷量の符号が反転したので図4と図6におけるこれらに関する分図の因子得点と因

子負荷量の符号(縦軸の上下)は反対になっている. 

因子得点の経年変化(図4及び図5)   図4によれば年に対してほぼ直線的に支出の増加

する傾向が第1主成分として. また91一'93年までは支出が増加しt以後減少する傾向が第2

主成分としていずれの人数の世帯に関しても見られた. 第1主成分の寄与率は0. 89から0. 95

までと高いので第2主成分の因子得点が示す91年以後の支出の減少はあまり大きくない。

すなわち. いずれの人数の世帯においても各項目に当てられた支出は年に従って増加したが

いくつかの項目ではバブル経済崩壊後はわずかながら増加が鈍った. 同様な結果は世帯人数

によって分ける前の分析で得られた. いずれの人数の世帯においてもこの傾向の見られるこ

とがこの分析によって分かった. 

各項目に当てられた支出に対する因子負荷量(図6＞   この分析の主な目的の一つはバ

ブル経済崩壊の影響が現れる項目と時期が世帯の人数によって異なるかどうかを検討すること

にある. この問題に関して影響の現れる時期は2人と3人の世帯では4人以上の世帯に比べ

てやや早いことが分かった. 影響を受ける項目と程度が世帯の人数によって変わるかどうかは. 

第1主成分と第2主成分の因子負荷量を示す図6によって分かる. いずれの人数の世帯におい

ても被服に当てられた支出に対する第1主成分の因子負荷量は他の項Flに当てられた支出

に対するよりも小さく第2主成分の1大1子負荷量は大きい. この傾向は人数の少ない世帯にお
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図4. 項目別支出の経年変化に関する世帯人戸別主成分分析によって得られた因子得点の経年変化(分
   散・共分散行列ベース｝. 

     注 縦軸は因子得点横軸は年最初は1980年

       カッコ内の数値は各主成分の寄与率. 
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(図6のつづき｝
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けるほど著しい. すなわちバブル経済崩壊の影響はこれまでにも報告したように被服に当

てられた支禺に関して最も明らかである. 本分析によってこのことが裏付けられるとともに

人数の少ない世帯におけるほどはっきりした影響を受けたことが分かる. 

 いずれの人数の世帯に関しても第1主成分の寄与率は1に近く第2主成分のそれは小さ

いことから分かるように他の項目に当てられた支出は. いずれも年に従ってほぼ直線的に増

加し人数と項Hによる変化傾向の違いは見出せなかった. しかし増加の程度の差はこの分

析では抽出できない. それは後に示す回帰分析による. 

3. 1. 3 各人数の世帯によって当たられた支出の経年変化に関する項目別主成分分析

 項目を第1の要素年を第2の要素、世帯人数を第3の要素とした主成分分析で同じ項目

に当てられた支出の経年変化に見られる世帯の人数問の共通性と相違を抽出することを目的と

する. 

 分散・共分散行列を計算ベースとして得られた第1主成分と第2主成分の因子得点の経年変

化を図7に相関係数行列を計算ベースとしたそれらを図8にこれらの計算によって得られ

た第1主成分と第2主成分の因子負荷量を図9に示す. 

因子得点の経年変化(図7及び図8)  いずれの行列を計算ベースにしても結果はほとん

ど変わらないので. 分散・共分散行列をベースとした計算結果について記す. 
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図7. 各人数の世帯によって当てられた支出の経年変化に関する項目別主成分分析によって得られた因
   子得点の経年変化(分散・共分敵行列ベース). 

     注 縦軸は困子得点横軸は年最初は1980年

       カッコ内の数値は各主成分の寄与率. 
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 第1主成分の因子得点の経年変化の型によって項日は次の3つグループに分けられる:

 因子得点は年に対してほぼ直線的に増加する. . . . 。. . . 住居・光熱・保健・交通及び教育

 因子得点は91年まで上昇し. 以後低下する. t. . . . . . . . . . 食料・家具及び被服

 因子得点は9峰まで上昇し以後ほぼ同じ水準を保つ. . 教養

 第1主成分の寄与率は. 第2のグループ以外ではほとんどの項口1こおいてO. 9以上であり。

同じ項日に当てられた支出はどの人数の111:帯でも同じパターンの経年変化をしたとみなせる. 

家具と被服に当てられた支川に対する第1主成分の寄与率は他の項目に対するそれよりも低

いがそれでも0. 8以上であり. 各人数の世帯によってこれらの項日に当てられた支出は基

本的にはほぼ同じ型の経年変化を示したが1吐帯の人数によってやや異なる傾向の含まれる可

能性が温温される. 食料に当てられた支出は第2のグループに含まれるが第1主成分の寄与

率が署しく高く. その経年変化パターンには世帯人数による違いは見られない. 

各項目に当てられた支出に対する因子負荷量(図9)   家具と被服に当てられた支出以外

に関して. 第」主成分以外の主成分の寄与率は0、1以下でありそれらの項日に当てられた支

出の経年変化パターンにおける世帯人数による違いは考えなくてよい. 家具と被服に当てられ

た支lliに関して第2主成分の寄与率が他の項Hに関するそれらよりも高いのは前者では6人

の世帯. 後者では3人の世帯の因子負荷量か0から離れているためである. この主成分の寄与

率は小さく. しかも世帯人数との問には規則的な関係は見出せない. したがってこの結果に

はこれ以上考察を加えない

3. 2 1次及び2次回帰分析

 各人数の世帯によって各項目に当てられた支出は(暦)年に対して直線的に増加し同じ

人数の世帯によって異なる項日に当てられた支:出の経年変化パターンに共通性の高いことが主

成分分析(3. L2)によって分かったまた. 異なる人数の世帯によって同じ項日に当てられ

た支出の経年変化パターン(3. 1. 3)に関しても同様な傾1hjが認められた. 主成分分析では

変化傾向が共通していることを指摘できてもその増加の程度か同じかどうかまでは触れられ

ない. 支出項目が異なれば年当たりの増加の程度が異なり. 世帯の人数か異なれば同じ項日に

当てられた支出でも年当たりの増加の程度が当然異なると考えられる. この問題の解明は回帰

分析によらなければならない. そのために年別項目別の支出の世帯人数に対する1次と2次

の回帰分析(3. 2. 1)と. 世帯人数別項目別支出の(暦〉年に対する1次と2次の回帰分析(3. 2. 2)

を行った. 
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3. 2、1世帯人数に対する1次及び2次回帰分析

世帯人数に対する1次回帰式   この分析は支出に及ぼす1UJ帯人数の影響を明らかにするこ

とを目的とするtt. 表1に示す10項目×18年忌2の回帰式を求めた. 人数の影響という表現には. 

いくつかの異なる意味が含まれる. その主な意味についてこれらの式に見られる次の3つの

関係に重点をおいて検討した:(1)F. . . この数値は人数に対する関係が直線的に近いかど

うかを意味する、ここで扱った世帯の人数は2-5人及び6人以上の等間隔5段階であり普

通にありうる金範囲を十分に含み. それ以上の数の段階は望めない. 5段階ではF】の自由度

は｝'tl＝1と11、＝3になり、したがって、 Fが10. 13以上でなければ1次回帰式は有意とみなせ

ない. すなわち直線からのずれがかなり小さい場合以外は有意とみなせない. (2) 1次回

帰式の回帰係数alから1人当たりの増加金額(］. OOO円単位)の年あるいは項目による違いを検

討する. (3) 1次回帰式の常数項αtと回帰係I」x aiでは支出増加の具体像を把握しにくいので

1次回帰式から(6人の世帯における支出)/(2人の世帯における支出)を求める. この比

率を便宜上増加率と呼ぶ. この値を用いて年や項日のような他の要因と関連した変化を検討す

る. 

      表1. 年平均1か月間の項目別支出の世帯人数に対する1次及び2次回帰式
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住届

人数に対する 1 次同皆式 推当順 噌加率 人数に対する 2次回帰∫℃
年 α1. 昏 ρ1 F｝ 2人 6人 助、

み. ゐ ゐ. 1 F: F 最大になる人数

1980 且634 . 136 310鴻9孕。 13. 63 821 0. 60 154‘〕 一〇、91 一〇. 04 LO2 15649顧 一81 15. 49 ・0. 93 16. 80紳 13. 63 9. 91 〔フ3 20. ll . 3. 13 0. 22 521 1窮. 08材
(7. 1)

82 18. 71 一1. 63 95. 49. ・ 15. 45 8. 94 0. 58 肛9. 16 ・L84 o〔〕2 0. 04 3＆60笥噂
一83 19. 72 ・1. 79 133. Il躰 16. 15 3. 99 056 1694 . 0. 46 ＿0. 13 3. 13 96. 52鱒 一

両 ZO. 65 一1. gz 2呂. 60・. 奪 16. 80 9. ll 054 17. B8 ・‘〕. 61 一〔〕. 13 〔〕. 35 12、62・
一85 2L73 . 2. 15 13656. ・ 1744 8. 86 o. 51 23. 58 一3. 03 0. 09 0. 64 6369'. 

一86 2L72 ・202 99. 50. ○ 17. 68 958 0. 54 24. 09 . 3. 15 0. 11 090 49. 25鱒 一k7 22、1〔. ｝ ・L89 14. 13噂 1B. 32 ！075 0. 59 2瀦、‘12 一471 0. 28 0. 92 フ42・
(:8. 4)

83 23. 37 ・2. 05 9334鱒 19. 27 ll. 06 【〕、57 2・名. 23 ・246 α04 〔〕〔〕9 38. 22寧。
一89 22. 26 一L80 3472騨 18. 66 n. 45 〔〕6i 2Z. 54 ・1. 94 0. OI 0. 01 13. go. 

『9｛［ 26. 74 一2、86 177、35鱒 2LO1 955 0. 46 23. 49 ・1、32 一〇. 15 Lgo io383. ◎

9且 2735 ・258 2L43● 22. 18 IL桝 1. 53 】5. 99 3. 90 ＿0. 別 12432。. 513. 29ゆ奉 2. 4

92 33ユ0 3. 69 ユ240・ 25. 32 U. 07 0. 43 1絃67 4. 61 一1ρ4 959 4808・ 2. 2

93 33. 黙2 ・330 2658. 26. 22 ll. 03 042 222〔〕 z. 85 一〇. 83 2. 9璽 2323。 17
嘱 352｛｝ ・3. 5［ 36. 55●● 28. 1＄ 14. 14 050 30. 12 ・o. 6旦 一〇. 36 0. 45 15量2

『95 3758 . 4. 14 且821軸 29. 30 12. 75 o. 44 1＆46 679 ＿L37 24. 8＄零 94. 03ぴ 2. 5

％ 40. 55 一4. 56 57. 45帥 31. 42 13. 17 0. 42 31. ｛D7 o. 86 鴨068 2. R9 4823や q6
   り7
D

38. 93 一43り 25、68. 30. 15 12」7 0. 42 22. 1呂 5. 18 一120 15. 97 34. 87. 2. 2

光熱

人数に対';rる 1次回帰式 推定値 増加寧 人数に対する 2次酢蛸べ
年 σ. 亀 σ昏

'

2人 6人 助ヒ か. 乳 ゐ 翫 F∫ F、 駐大になる人数

1980 6. 62 1. 60 1090. 15寧象 9. 83 16. 24 1. 65 7. 22 1. 32 0. 03 1、〔〕2

54838躰 一81 Rρ3 1. 79 16Z. 45壷ゆ Il. 62 18. 80 L62 1‘｝. 76 0. 50 0」3 4. 18 1350〔轡
『82 8. 82 1. 70 6L39・● ［222 19. Ol 156 5. 35 3. 35 一【〕17 2. 13 38. 716オ
一83 7. 瀦9 Z. 12 73660事。 12. i3 20. 59 1、7〔｝ 9. 呂7 し18 0. 09 2748嚇 2332、4←寧
一

階 R. 9 2. 17 1509. 68. ● 13. 23 2U2 L66 9. Io 2. ⇔7 0. Ol 0. 07 6且5. 08巴・
一85 9. 97 1. 87 31921榊 13. 72 2L22 1. 55 8. 81 2. 43 ＿o. 〔｝6 〔〕、80 153フ2紳 一撰6 10. 27 1. 75 7929ゆ'. 13. 78 20. 80 し51 6. 53 3. 53 一〇、18 3. 84 研. 06. 99

87 8. 35 1. 96 159. 36躰 12. 27 20. 旦O L64 684 2. 6B ＿0. 07 059 73. 45や奉
一8瞳 8. 量2 2. 03 420. 00牌 12. 19 2‘｝3Z L67 8. ll 2. 〔〕4 ＿o. ｛誕〕 〔. 【〕〔〕

167. り8鱒
一89 9. 65 1. 69 47. 54纏 13. D2 19. 76 L52 4. 94 393 一〇22 4. m 40. 53纏 8. 8

‘x〕 8. 35 2. 28 120. 00鴇ゆ 12. 91 22. OI L71 9. 74 1. 61 0. 07 j. 26 5L25膨9 一9量 8. 25 257 IO7. 91曝ゆ 13. 40 23. 6り Lη 11フ8 056 ｛、25 L87 70. 47・
一92 9. 11 2. 46 167. 14'ゆ 14. 04 23. 90 1. フ〔〕 9. 9〔〕 2. o［ O. 06 α0＄ 5瀦、U車
一93 899 2. 67 36且. 5ε. ・ 14. 33 Z5∫〕2 1. 乃 9ブリ 221 ‘｝. 06 0. 且7 130. 73ゆ. 
『94 9. 75 2. 60 44D59鱒 ！4. 94 25. 32 L70 9. 39 2. 呂。 一103 〔｝. ｛岡 回9. 92. の
一95 9フ2 2. 76 55399. 旨 1524 26. 29 1. 刀 10. 06 256 o‘12 0. 04 188. 62裏ゆ
一り6 ド. 64 3. 25 158. 88輯 15. 阿 28. 且4 1. 86 12. 49 Lo5 0. 28 2. 27 11412・・
一97 9. 68 3. 且9 585. 59輌 且6. 06 28. 82 i. 7 Il. n 2. 38 0. 監0 ‘｝77 27036章● -一

家貝

. 人数に対する肛 次回｛吊式 推定値 増加串 人数に対する2次回帰式
隼 ζ「1. ｝

口二 F乙 2人 6人 y・｛鯵 ゐ1 占‘ ゐ: 'ら 'ら 最大になる人数

1980 7. 55 0. 71 6298叫 8. り6 lL79 1. 3Z 9. 86 . O. 40 0. 11 4549●・ 33442纏
(L8)

81 5. 63 L25 720噂 B日 13. 15 L62 n. ？7 . 1. 67 029 L23 4. 38 (2. 9)

82 8. 07 o. 76 19. 28鱒 9. 6D 12. 66 1. 32 8. 13 0. 74 0. 00 D. 〔〕0 771t
一R3 3. り7 ｛62 2α99樋 10. 22 1270 L24 Iz. 38 ・1. oo 0. 16 244a鱒 72. Ol. 章 (3. D

84 9. 39 0. 63 3. 00 1‘〕66 1320 L24 8. 64 1. 99 4). ‘D4 0. 02 L22
一望5 lo. 64 O. 34 L84 u、31 12. 66 】. 12 126‘ 通. 60 α09 037 〔〕. 99 (32)

86 U90 一〇. 04 α0且 11. 82 lL67 o. 99 3. 64 390 一〇、39 9. 46ゆ 4フ5 5. o

87 12. Il 〔〕. π7 0. ll 12. 44 13炉日 Lo5 3. 40 43且 ・041 2. 54 134 5. 2

88 呂25 1炉13 3. 且2 lo51 15、〔〕4 L43 5. 75 232 一〇. 12 0. 08 L32 9. 8

89 7. 16 L41 5. 且3 9. 98 15. 61 L57 盈9. 94 4. 68 0. 6旦 5. 38 7. 50ホ (3. 8｝

90 8. 48 旦. 27 2L28ゆ. ILo2 16. 且【 L46 14. 57 一L6ヨ 029 792¢ 2933. 噂 ｛z. B｝

91 IL38 〔54 1297参 1296 15. 12 1. 17 H. 82 058 一〇. 00 O. 00 4. 33
一92 9. 65 L‘｝2 Z6ρ6輿 lL69 且577 L35 6. 38 2. 39 ・1〕23 3. 54 25. 84ゆ 62

93 9フ4 0. 92 42. 45自● lI. 57 15. 23 し32 9. 52 臥04 ・0. 02 〔〕. 0: 14. 24
一94 Io22 o. 83 lI4. 45軸 lL89 15. 21 12駕 10. 23 0. B3 0‘DO o、〔｝o 38. 15寧
一95 9. 37 臥03 55314・. 1塵42 i553 且. 36 9、桝 1. 22 ・0. 02 0. 32 21373. ・
一96 り. ヨ5 097 751 ll. 29 15. 17 L34 8. 37 L25 ・〔〕. 03 O. m 252. 
一97 ［o. 33 O. 64 7. 82 II. 61 14. 18 L22 7〔〕1 254 ・0. 24 1. 98 6. 17 5. 4

被服

人数に対する1次回帰式 推窟値 噌加電 . 人 数に対'寸る 2次同帰式
年 α. 毒 αr F昏 2人 6人 跡・ δ、. ゐr み1 ご F、 最大になる人数

1980 塵5. 60 050 5. 1‘) 置6、60 18. 60 1. 12 10. 04 3. 皇5 ・O. Z6 24、03鱒 26. 32脚 5. 9

聴1 16. 05 0. 55 H. 42・ 17」6 19. 37 U3 16. 15 051 0. 00 0｛誕) 4. 57
一82 17. 63 028 0. 37 量3」瀦 1930 1. 06 8. 00 4. 96 一‘｝、46 6. IO 3. 43 5. 3

93 17. 41 o. 39 1. 60 18. 20 1978 LO9 13. 89 2. 07 ・oj7 0. 84 1」9 6. 2

糾 16. ‘｝6 ‘U2 0. 02 且6. 3‘ 16. 7り LO3 298 635 一〇. 62 2. 35 l19 5. 1

陪5 17. 41 α60 5. 80 18. 61 2LOl 1旦3 14. 98 i76 0. 12 0. 60 297 7. 6

脇 IB. 瀦6 〔〕34 058 1リ55 Z〔〕. 92 1. 07 ？. 28 5. 86 一〇. 55 35. 42鱒 2〔〕ρ｛ゆゆ i3
87 21. 68 . o. 28 0. 17 21. 旦3 20. 02 o. り5 8. 65 5. 93 ・〔〕. 6z 4. 33 2. 31 43
8蒋 1925 〔P67 聾. 68 2059 23. 27 1. 13 lL43 4. 39 一α37 且. 81 1. 88 5. 9

89 2170 0. 且9 0. 15 22. 08 22. 83 LO3 1〔56・ 5. 49 ・0. 53 10300 5β7 52
9‘〕 2Lo6 0. 66 764卓 2237 24. 99 1」2 15. 55 3. 28 ・026 1‘1. 97串 1692掌 6ヨ

91 19. 07 13？ 1257● 21. 81 2729 L25 13. 33 4. 65 ・0. 引 2. 22 9. 95 5. 7

92 量＆. 4〔〕 L45 2L曜2● 2L30 27. 10 1. 27 13. 52 424 ・o. 35 2. 62 175〔｝ 6. 1

93 1875 1. 17 21. 99ウ 21. Ok 25. 75 L22 14. 06 3. 84 ・α33 H. 05 53、34率 5フ
舛 16. 81 137 20. 20ゆ 19. 54 25. Ol 且. 28 i‘、93 4フ3 . α42 15. 97 68. 5且卓 5. 6

95 14フ9 1. 69 17319 且8. 星7 24. 92 1. 37 6. 63 6. ヨ5 ・〔〕. 58 49. 71。 174. 05ゆ 5. 4

％ 15. 18 L45 35. 41. 事 1. 0り 23. 90 L32 1036 4. 21 . o. 34 26、58. 置Bl. 9‘帥 6. 1

97 14. 44 1. 63 62. 89鱒 177【〕 24. Z3 ！. 37 lO. 53 3. 87 一1〕28 12. 47 157り5駒 6. 9
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保健

人数に対する 1次1「帰式 推定偵 増加嶺 人数に対する2次卜il帰式
年 α σ江 F← 2人 6人 助与 み‘ わ【 か F」 F 最大になる人数

1り8‘ 4. 91 020 2. 13 531 609 1. 15 L45 L84 ・〔〕. 16 3503鱒 25. 82鵬 5. 6

Bl 479 0. 28 18. 77躰 536 6. 49 L2且 4. 52 0. 41 . 0. OI 0. 10 7フ4章
一82 292 0. 93 n41ウ 4. 79 8. 53 臥78 3. 17 〔〕. 81 (、Ol ‘). OI 457
『83 4. 59 051 76. 60鱒 5. 60 7. 63 L36 4. 96 0. 33 0. 02 0. 23 3z55事 一

桝 6. 47 o. B α36 6. 73 725 Lo8 2フ6 Lgo 一〔〕. 1呂 2. 69 159 5. 4

35 544 0. 47 3. 20 638 826 L3〔〕 7鴻0 尋46 α09 0. 33 t55 ｛2. 5)

86 634 0. 皇8 且90 67旦 744 1. 11 378 L40 . 0. 12 4. 10 3. 5B 5. . フ

瀦ア 5. 23 〔〕55 Z. 72 633 8. 51 1. 35 2. 00 2. 〔. 〕緯 一〇. 15 〔〕、59 葦55 6. 8

88 4. 87 0. 76 42. 45纏 638 9. 41 臥48 628 0. 08 0. 07 LOl 2L76・寧
一99 5. 35 〔〕フ5 ア91嘔 6. 86 9. 38 L44 10. 15 一量. 53 D. 23 3. 08 7. 14. ｛3. 3)

9D 653 0. 62 3. 34 7. 76 10. 23 1. 32 522 L24 ・〔〕. 06 0m 1. 62 99
91 730 0. 40 15. 80. 8. 10 9. 70 L20 7. 61 0. 22 O. 02 0. 05 5. 41

一92 7. 40 051 4. 34 8. 43 10. 47 i. 24 lo25 ・1. 12 α20 0. 94 2. 60 (2フ)

93 75且 0. 59 34. 89榊 8. 69 1LO5 L27 9. 03 . 0. 28 0. 11 2. 46 27. 14・ ｛L3)

嘱 7. 42 057 23. 【4ぴ 856 10. 85 L27 6. 97 0. 83 ・0. 03 0. 07 8. Ol

一95 650 o. BI 7552帥 8. 11 11. 33 1. 4｛ 7. 1＄ 0. 42 oo5 0. 30 z9. ｛鴎.  
96 6. 25 LO3 18. 43奮 8. 31 12. 44 L50 8. 05 0. 00 0. 13 031 724

一97 742 o. 網 231、47喰象 9. ｛ゆ 12. 44 1. 37 7. 28 0. 92 ・α01 〔〕、03 7露、43噂
一

交通

人数に対する 1 次回帰式 椎定値 増加寧 人数に対する2次回帰日
年 σo α1 F輩 2人 6人 跡ヤ

ム. ｝ ゐ穿 δ FP F 最大になる人数

1980 7. 10 0. 85 14. 46承 18. 79 22. 18 1亨18 20. 69 . 0. 66 0. i7 2. 20 10058 ｛2. 5)

8i 21βO 〔｝25 L37 2L80 22. 82 LO5 16. η Z. 43 . o. 22 622 451 5. 6

82 22. 61 034 152 2328 24. 63 Lo6 1638 331 ・0. 30 9. 56や 6. 83 5. 6

83 ユ5. 76 ・〔〕〔〕H ‘、｛3 Z5. 60 z5. 23 く｝. 9り 13. 91 556 一〇56 16gzO お52. 4. 9

84 25. 60 0. 42 252 26. 44 2B i3 LO6 2496 0. 73 . 0. 03 0. 03 1. 03

一85 23フ6 1. 10 19. 42躰 25. 96 30. 36 1. 17 23. 58 1. 1＄ ・0. 01 O. 00 77B・
一96 2453 LO2 4. 50 z656 3α62

1. 15 ユ7、5Z ・o. 引 ‘⊃14 022 z‘〕1 (L4〕

87 30. 10 ・α05 0. OI 2999 29. 77 0. ～ゆ 13. 39 5. 52 ・α56 且α65◎ 5. 34 5ρ
88 273a Lo2 10. 34. 2り. 4且 3347 1. 14 25. 37 L97 . O. 10 0. 23 4. 49

一89 29. 14 o. 別 768. 30. 77 341〕1 1. Il 3［. 44 . 0. 28 o. lI 036 353 (13)

9〔〕 23. 29 0. 03 0. Ol 33. 45 33. 76 LOI 且898 689 ・0. 68 1. 38 0. 69 5. 1

91 26. 87 2. 14 13639. 噸 3LI5 397‘  1. 2a 2757 L74 〔｝05 0. 07 47. 14●
一92 30. 28 123 5. 14 32. 75 37. 68 L15 且9. 12 76量 . qBO 9823帥 13327辱率 4. 8

93 2922 2. 49 27、92嘩 342〔〕 44. 17 L2り 2L49 6り｛｝ 一〇55 353 2751喚 6. 3

94 29. 61 2. 16 149、78. 噛 3392 4256 L25 33. 06 0. IB 0. 25 2146串 596. 46帥 一
勢 28. 22 2. 86 239. 22纏 3395 45. 40 L34 2459 4. 弱 ・026 22. 08零 971. 15・・ 95
噺 34. 56 159 3. 25 37. 74 44. 1‘亘 1. 1フ 18. 40 IO. 82 . 1. 15 7. 86 9. 26 4. 7

97 3028 3. 12 665 3652 49. OI 臥34 1‘D、29 1454 4. 43 3. 69 鵠16 5. 1

教育

人数に対する1 次回掃式 推定値 ［. 曽加率 人数に対する2次回帰式
年 口tI ρr Fヒ 2. 人 6人 」伽

ゐ. 占r 臥 Fユ F 最大‘こなる人数

1980 0. 88 1. 68 5. 38 ・024 n％
2. 58 47. 94 10. 64 凋｝90 45マ98傘 49. 68榊 5. 9

81 038 L96 851● 4. 31 i2. 17 2. 32 . 16フ9 10. 且4 . 0. 82 30. 81鱒 4503ヴ 6. 2

82 一〇51 z. 32 9. 16寧 4. 14 且3. 43 3. 25 ・置496 9. 20 o. 69 372 893傘 6. 7

83 〔. 36 2. 29 732農 4. 93 14. 08 2. 36 一2z. 〔踊 1295 ・LO7 8427噂・ 106. 72嘩ゆ 6、置

階 0. 94 245 5. 16 5. 83 15. 63 2. 6ε 27. 56 16. 02 . 1. 36 76. 08紳 79. 31榊 59
85 D. 69 2. 55 6. 33 5. 78 巳59鱈 2. 76 . ユ｛. 84 12. 80 . LO3 6. 37 974. 62
陥 252 228 3. 7巳 7. 09 16. 24 2. 29 . 2731 16. 49 . 量. 42 2437. 零 22. 71韓 5. 8

87 0. ig 3. 07 786艦 6. 34 18. 63 2. 94 . 2830 1664 . 1. 36 45. 80準. 62. 07榊 6. 1

88 437 2. 15 1. 87 8. 67 1723 1. 99 一〕608 2L42 ・L93 36. 07ゆ申 2553申・ 5. 6

89 2. i7 3. n 3. 55 8. 38 20. 82 2. 48 . 39. 08 22. 75 . i96 22. 88帥 20. 93帥 5. 8

90 i45 2. 49 1. 74 1｛、42 2q37 し95 43. 60 25. 84 一2. 34 46. 65帥 32. 13◆。 55
91 一io93 7. 17 12. 95・ 3. 42 32. 12 9. 39 一45. ？1 27. 05 ・2. 48 5. 26 18. 30 5. 4

92 ＿934 7. 01 7. 92 4. 69 32フ5 699 ・5348 32. 24 ・3. 15 5. 90 1338 5. 1

93 ＿1435 ＆61 17. 14掌 2. 87 37. 31 13. 01 46. 85 27. 18 一z. 32 2フ瀦 ［5. 03 59
叫 ＿12. 84 8. 4｛ 2聖. 17申 3. 95 37. 54 949 45. 69 27. 17 . 2. 35 6. 76 34. 26嘩 5. 8

95 一15、24 9. i3 32、71喚 3. 03 39. 57 13. ‘〕7 一42. 83 24. 90 ・1. 97 4. 91 40. 1ド 63
％ 一巳7. 60 10ω 35. 07騨 2. 43 42. 47 1752 . 4358 24. 86 ・L86 2. 57 28. oo. ゆ 6. 7

9？ 一19. 86 10. 86 48. 56躰 L87 45. 33 2420 . 4342 24. 33 . L68 2. 39 3670ゆ
7. 2

教養

人数に対する且 次回帰式 権竃値 増加串 人数に対する2次回帰式
年 ρ θ7 F昏 2人 6人 ンか δ犀 ゐt か F1 F. 最大になる人数

198〔⊃ 16. 51 o. 79 L97 18. 【〕9 21. 25 聖. 且8 2. 91 727 ・o. 65 1549● 1158・ 5. 6

81 15. 42 L45 11. 58‘ 1呂31 24. 10 1. 32 7. 35 529 一〇. 38 3. 86 lI. 03. 69
82 16. 85 L41 R39. 19. 68 25. 34 L29 5. 67 6. 74 ・053 995. 1663。ゆ 63
83 17. 36 1. 44 6. 05 2024 26. 00 128 5. 10 728 . 0. 5B 593 8. 97率 62
園 17. 36 L8B 2. 10 21、ll 2舗、61 1. 36 5. 覗 7. 55 . 0. 57 ⑰. 52 巳. 21 6. 7

R5 1632 2. 【2 16. 87纏 20. 57 29. 06 1. 41 12. 02 4. 17 。020 0. 42 7. 66ゆ
一

86 2197 097 3. 旦6 23. 92 27. 80 1. 且6 lO. 05 6. 65 一軌57 7. 42 7. 3Z・ 59
87 20. 09 】57 4. 86 2323 2953 L27 7. 24 7. 69 ・0. 61 3. 15 5. 05 6. 3

88 19. 76 2. 21 3348勒 24. 19 33. 〔〕4 L37 2225 1、〔3 o. 12 くDz4 1433● 一
89 2L68 Z. ‘｝B 23. 33. . ユi84 34. 豊6 且. 32 1351 5. 97 ・0. 39 3. 83 ユ‘｝、17◎ウ 7. 7

9｛ 242〔〕 L93 17. 62輌 28. 06 35. 79 1. 28 1554 6. 06 ・04鵬 3フ2 15. 45. 7. 3

91 21. 26 3. 16 48. 86韓 27. 59 40. 25 1鴻6 26. 27 031 0. 36 0. 82 2337専 一
92 2L2〔｝ 3. 5B 38. 69軸 28. 36 42. 68 且. 51 28. 32 . o. 49 051 1. 15 ZO、鷺9喰 (05｝

93 2L84 3. 52 45. 19鱒 28. B8 4z. ％ 1. 4り 21. 63 3. 64 一〇. 〔〕1 o. oo 15ρ7 一
叫 19. 91 4. ⑰2 40. 93鱒 2795 44. 02 L58 23. 13 21. 8 0. 23 0B 14. 62

一
95 20. ！6 3. 69 2831・ 2752 覗24

1. 54 薩リブ5 3. 92 ・0. 03 0. 00 9. 44
一96 2278 3. oo 9. 巳1 28フ9 40. 79 回2 11. 12 9. 67 一〔〕鱈3 0. リ7 5〔〕O 5. 8

97 23. 03 3. 20 3021. 29. 42 42. 22 回4 24. 63 2. 28 0. 11 o. 04 1α27 一

(次頁につづく)

一98一
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(表1のつづき)

注

 人数に対する1次回SC)t
  y＝a ＋  a＋x   ただし. xは人数
     Fl  atに関するF    li1由度  nl・t l晴23
     鱒 0. OIの水準で有意    願 0、05の水哨で右意

 人数に対する2次同帰式
   ア＝b‘ ＋ hx 十  bxt
      F      2次項｛こ関するF    自由度   nel n＝2
      'ら      2次式に閲する    白01項「   川冨2 '卜国2

 ぜ大ど紺耀1難二丁興を讐・～福二論詰篤羅餐懇劉讐血
 力・ソコは最小になる人数を示す. 

1次回帰式におけるa1とFlによる検討   ここで扱った期間は3. 1. ⊥で得られた第1主

成分の閃子得点の世帯人数に対する関係によって'80一｝85年86一'90年及び91-97年に

分けられ第2の期間では第1主成分の因子得点は8人以上の世帯において下がることが指摘

された. 第3の期間では7人と8人以上の世帯は6人以上としてまとめられているのでt回帰

分析では. ｛匹滞の人数は2-6人目5段階として扱った. 第2の期間ては. 項目別支出の世帯

人数に対する直線性が他の期間におけるそれよりもわずかながら低下することにがFtよっ

て分かる. 第1と第3の期間ではそれぞれの項日においてalとFがともに高く住居に当て

られた支出に関しては. alが絶対値の大きな負の値を取る. 

 いずれの式でもFの自由度は等しいので、Fの値から直線的傾向が強いかどうかを比較で

きる. 3. Llに示す主成分分析において食料と光熱に対する因子負荷量はいずれの年にお

いても1に近くしたがってこれらに関する1次回帰式はすべての年において有意とみなせ

る第1主成分の因子負荷量が一1に近い住居に当てられた支出でも同様であるがa、は負の

値を取る. 

 家具に当てられた支出に対する因子負荷量は83年までと91年以後には1に近く'84年

から90年までの期間では1から離れた. 因子負荷量が1に近い期間ではFIが大きくそれか

ら遠い期間では1次回帰式は有意とみなせず. alの絶対値は小さい. 

 被服と教育に当てられた支出に対する第1主成分の閃子負荷量は主に91年以後の期間に

隈って1に近い。この期間の1次回帰式は有意とみなせ. alは大きい。

 保健と交通に当てられた支出に対する第1主成分の因子負荷量は'90年までは年によって

変動し91年以後は1に近づく. '91年以後における1次回帰式は有意とみなせ. aは大きい. 

 以上をまとめると次のようになる:ハブ. ル血液以前では、食料・住居・光熱及び家具に当

てられた支出には世帯人数の影響か強く現れた. バブル経済期にはこれらのうちで家具に当て

られた支出に対する世帯人数の影響がなくなり家具・被服・保健・交通・教育及び教養に当てら

れた支出に関する1次回帰式は有意とみなせなくなった. しかしバブル経済崩壊後にはこの

ような傾向は一変しすべての項目に当てられた支出に対して世帯人数の影響が見られるよう

になった. ここで最も興味深いことは生活の基本である衣(バブル経済崩壊後だけ世帯人数

一9. 9. 
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の影響が現れる)・食(世帯人数に従って増加する)・住(世帯人数に従って減少する)の問

では世帯人数の影響か異なることである. 

 a、は1人当たりの支出の増加金額(1. 000円単位)を現す. '97年のa！によればこの金額が

妓も大きいのは食料に当てられた支出における10. 94であった. これは当然であると考えられる. 

次に大きいのは教育に当てられた支出における10. 86でこれら2つの項目のα1が他とかけ離

れて大きい. 教育に当てられた支出におけるalは、バブル経済崩壊の'91年を境に大きくなり

しかも年ごとの上昇が大きい少子化が生活に余裕を生み. それが教育に当てられた支出を増

加させたと一般に考えられているがこの分析の結果では教育に当てられた支出の増加は. 必

ずしもそのような単純な現象でないことが示1唆される. 

 光熱・交通及び教養に当てられた支出におけるCt lは約3であった. 

 被服に当てられた支出ではtバブル経済以前には(tしが小さく lll滞人数の影響はほとんど

見られなかったが. バブル経済崩壊後には年とともにalがヒ昇し. 世帯人数に対する直線的

な増加傾向が強くなった. 世帯人数の影響はバブル経済以前には見られなかったのでそれが

バブル経済期に顕著になりその崩壊とともに見られなくなったようなパターンは考えられな

くはないが. バブル経済期には見られずその崩壊後に見られるようになったことは経済状

況の他に意識の変化を考えなければならないことを示唆する. 

 家具と保健に当てられた支出におけるalは1以下. 住居に当てられた支出におけるα且は他

と異なり. 一4. 39と住居に当てられた支出だけが人数の多い世帯におけるほど少ない. 

増加率に関する検討   世帯人数の影響はaだけては把握しにくい面がある。特に年によ

る差や項目による差のような他の要因と関連した変化を知るためにはa(iの差も含めて考え

なけれはならない。そのために増加率一(6人の世佃こよる支出)/(2人の世帯による支

出)一を用いた. これは支出が単純に世帯人数に比例するとすれば3日頃り. 関係ないとす

れば1になる値である. しかし実際には約1. 5である. この係数を用いることによって抽出

された最も顕著な特徴は次の通りである:先に記したようにatは項目と年によって大きく異

なる. しかしこの係数を用いることによって(D教育に当てられた支出を除くとalは変わっ

てもこの係数は年によってあまり大きな変化をしない. (2)住居に当てられた支出では0. 8以下

と他からかけ離れて低い. しかし(3)ほとんどは家具に当てられた支出におけるL22から光

熱に当てられた支出におけるL79まで. 主に1. 3から1. 4までであった. (4)教育に当てられた

支出に関する増加率は'80年でも2. 58と他の項目におけるこの値の2倍以. ヒであったがバ

ブル経済崩壊以後急に大幅な上昇を示し‘97年には24. 2に達した. 教育に当てられた支出に

関して2人の世帯を基準に取ったことに疑問がありしかもその推定値が低いために増加率が

このように高い値になったが推定値が3月目ると仮定してもこの率は15になり、他の項目に

］oo 一
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おけるそれに比べて10倍あるいは世帯人数に比例するとした値の5倍の増加率になる. すなわ

ち. 大人数の世帯において教育に当てられた支川の増加率が著しく高い. この傾向に関して

種々の推察ができるがここでは事実を記すだけにとどめる. 

世帯人数に対する2次回帰式   3. 1. 1の分析においてほとんどの年に関して6人以上の

世帯における支出の低下が第2主成分の因・了得点の世帯人数に対する関係において抽出され

た. (1)2次回帰分析はここで抽出された結果が支出の1珪帯人数に対するlul帰関係に影響を

及ぼすほど大きなものかどうかを検討し. ② 2次の関係にあるとみなせても極大(または極

小)を示す人数がここて扱った2人から6人までの範囲内であるかどうか(3)もし範囲外か

範囲の上限か下限に近いとすれは. 有効範囲内における増加は世帯人数に対して直線的と考え

るよりも大きいか多人数の世帯ではそれ程てないかを検討することを日的とする. 

 2次の回帰関係にあるとみなせるのは. F. とR. かともに有意とみなせる場合に限る. 世帯

人数は5段階でありしたがって凡の自由度は'itl＝1とilz＝2になり瓦が18. 51以上で

なければ2次項は有意とみなせない. すなわち直線からの隔たりがかなり大きくないと2次

式は有意とみなせない. 

 表1によれば求められたほとんどの2次liil帰式は1次項がIE2次項か負すなわちあ

る人数以上の世帯では. 直線的増加よりも低い傾向を示すことが分かる. しかしその人数は

ここで扱った陛帯人数の上限近くかそれ以」二であり. 直線との差は大きくない. また2次項

が有意とみなせるために2次式が有意とみなせる場合は少ない. 2次回帰分析の結果について

最も注口されるのは教育に当てられた支出に見られる次の傾向である:91年まではほとんど

の年において支出は臥帯人数に対して2次の関係にあったが93年以後では1次の関係にあ

るとみなせることである. すなわちtバブル経済崩壊以前はある中間の人数以下の世帯では

1人当たりの支出の増加が大きくそれ以上の人数の世帯ては1人当たりの支出の増加の幅は

小さかった しかしtバブル経済崩壊後には1人当たりの支出の大幅な増加かここで扱った

人数の上限まで及んだとみなせる. すなわち、バブル経済崩壊までは子供が少ない世帯では

より多くの支出を教育に当てられていたか. バブル経済崩壊後には教育に当てられた支出の増

加一高等教育の普及一がすべての人数の世帯に及んだことを意味する. 

3. 2. 2 (暦〉年に対する1次及び2次回帰分析

 これは年当たりの増加か支出項目あるいは世帯人数によって異なるかどうかを調べるととも

に3. 2. 1における人数に対する回帰式の年に伴う変化状況をさらに追及することを目的とする. 

 同じ人数の世帯によって同じ項目に当てられた支繊の年に対する1次回帰式と2次lul帰式

(6×10項目)を求め表2に示した. 
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表2. 年平均1か月間の項目別支出の年に対する回帰式

消費支出

年に対する 旦 次回帰式 推定値 伸び率 年に対する2次回帰式
人数 01 8r 'ら 'RO年 97年 伽. ム4 占伝 ゐ＝ F！ F 最大になる年

2 2【o. II 6「日 264槻. . 216. 22 320. 00 L48 193. 98 1094 4. 25 2391鱒 333. 95鱒 一
3 224. 01 7. 45 63. 31●零 23L46 358. 18 L55 217. 62 9. 37 . 0』0 024 3026鱒 一
4 242. 46 8. 27 348. 50鱒 250. 73 ヨ9臥38 L56 228. 14 1257 ・0. 23 7. 98卓 254. 24. . 

一
5 264. 64 鱈. 34 514、63. ゆ 27299 41479 L52 253. 91 1L56 . 0. 17 5. 92辱 33943鉢 一
6 26553 3. 99 323、34. ゆ 27452 427. Z9 156 252、6i 12瀦6 . 020 4. 29 19738鱒 一

食料

2 49. 43 0. 84 105. 45喰. 5くD28 645絃 1. 2り 4653 L71 一〇、05 1D. 69ゆ● go｛〕2輌 199？. 7

3 60. 33 0. 83 63. ga艸 61. 】6 7534 L23 5738 L72 ・0. 05 5. 42. 43、53鱒 975
4 71. 13 1. 04 7957ψゆ 72. 17 臼9. 77 124 6723 221 . O. 06

899綿 64. B帥
P 96. 9

5 79. 26 1. 13 109. 79ψ噸 80. 4‘工 99. 67 124 75. 99 2. U ・0. 05 654ゆ 7717榊
一

6 83. 39 1. 55 9769・. R495 1u36 L31 79. 05 2. 86 一〇. 〔｝7 5、09ゆ 63、88榊 一

住居

2 lL20 〔〕、93 且3834紳 12. 14 27. 95 2. 30 1353 0. 23 0. 04 9. 66榊 14996紳 一
3 10. B9 0. 94 29且. 71鉢 且L83 27. 82 2. 35 12. 46 0. 47 0. 02 5、60. 190、58鱒

一
4 9. 15 0. 75 25722鱒 9. 90 22. 69 2. 29 1L23 0. 13 0. 03 2841僻 363. 10率

一

5
6

8. 62

V. 25

0. 58

O. 20
13097樋

P5. 46叫

9. 20

V. 45

且9ρ3

P0. 86

2. 07

P. 46

9鴻1
W. 08

1〕34

C0. 05

0. 01

O. 01

L32
P46

6745纏

q、68蜘 (1

一98曜り｝

光黙

2 10. 80 0. Z5 5734・ゆ. 1LO5 15. 33 1. 39 u34 0. 09 〔〕. 01 L42 30. 12鱒 一
3 12. 65 o. 34 7236帥 12. 99 1需. 85 1. 45 13. 15 o. 19 0ρ1 o. 8〔〕 36」3軸 一
4 13. 64 042 95、82嚇 14. 06 2L15 L51 144〔〕 o. 19 0. 01 1. 8且 5豊、25騨

一
5 15. 37 0. 47 7906紳 15. 84 23. 81 L5｛ 1637 0. ［7 0. 02 2. 04 43、1i卓. 

一
6 1698 0. 6巳 11685摩ゆ 1758 27. 92 し59 18. 19 0. 24 0. 02 2フ5 6620弊 一

家具

2 954 o. 13 匡255牌 9. 6？ lL霧8 123 8. 20 053 ・O. 02 12. 03韓 16、61. . 199L6
3 1〔. 〕. 65 ｛1. 17 28. 12艸 10. 82 13. 73 127 9. 46 053 . 0. 02 12. 10斡 29、87鱒 : 93. 1

4 10. 59 〔】. 20 36. 93つ. ［o. 79 14. 16 1. 31 9. 33 058 ・0. 02 巳4. 71. 。 4L64綿 935
5 IL63 〔〕. 15 27. 19紳 LL78 1439 L22 1LO3 o. 33 . 0. 0置 2. 33 15. 95●車 : 96. 6

6 ［094 0. 28 2734輔 1123 16. oI L43 9. 87 α60 ・o‘D2 2β0 i594騨 968

破服

2
3
4
「
巳
♂
0

16. 77

P7. 13

z9. 09

P9. 68

P9』0

o. 15

O. 30

o口9
O32
O. 38

4. 46

T6D辱
P3. 6a●. 

y682. . 

P9. 69鱒

16. 92

P7. 43

P9. 36

Q0. 00

P9. 48

19. 54

Q2. 49

Q4. 23

Q5. 46

Q597

lJ6
P29
k25
k27
k33

13. 64

P4. 23

P592
P7」2
P5. 52

Log
?7

k23
kOg
P36

《〕. 05

Dα05
E‘〕. 05

Eα04
|0. 05

23。65韓
R24

P8. 58紳

P960鉾

agl. ・

1721艸

S. 8P事

Q3、65韓

R8. 80輔
Q4. 74. 嘩

1
9
9
0
.
 
1
「
9
L
7
'
9
L
4
'
9
2
」
'
9
2
2

剛健

2
3
4
・
5
6

4. 60

T」8
T. 46

T. 89

U. 16

0. 25

O. 28

O. 28

k〕28

O35

l17. Ol宰8

R(甫. 73韓

P77、13. ●

R3843鮮。

P5984鱒

486
T46
Tマ4
U. 18

U51

9. 15

P0. 且9

P0. 49

P096
P2. 46

L38
k87
k83
k77
k91

432
S. 87

T57
U41
U. 53

〔〕. 34

O. 37

O25
O. 13

O24

・0. 00

E0. 00

koo

ｿOl
n. 01

076
Qフ2
O. 15

X. 0＄. 。

O. 92

58. Ol鱒
Q05. 54・●

W397. ・

Q59. 17騨
V9. 95事・

一
一
一
一
一

交通

層   2

@  3

@  4
@  5
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(表2のつづき)

教養

隼に対する1 次1朔掃式 椎定値 伸び串 隼に対する2次回帰式
人数 σ亀. ρ監 F｝ 駐0年 ●97年 ♪、か・ 5. 、 δ ゐ; F: '・噛」

最大になる年

2 15. 43 0. 93 176. 80鱒 1636 32. 12 1. ％ 1335 155 ・O. 03 6. 28琳 巳20フ2網
一3 皇7. 35 0. ？9 172. 83●ゆ 18. 15 3t65 L74 1539 1. 38 . 0. 03 817・ i29. 22樋 一4 20. 87 LO3 28836艦ゆ 21. 89 39. 32 L80 19. 60 L41 ・0. 02 2. 60 160. 14鱒 一5 23. 08 1. 0？ 270. 69鱒 24. 15 42. 38 L76 21. 86 1. 44 一〇ρ2 L97 14452軸 一6 20. 88 134 10130. . 2222 4499 2. 03 18. 67 2. 00 ・0. 03 1. 51 5329●. 
一

 注
   年に対する1次卜il帰式
    y＝a. ・ 十  alx  ただしκは人数
    F   atに関するF    自由度  伽雷1η洞6
    ・ 0. 01の水準で有意    .  e. 05の水準で有意

   年に対する2次回帰式
    r＝＝ b ＋ bix ＋ bi x
    F｝      2次項に関するF    自由疲   nt＝塵niA15
    F     2次式に閲するF    白由度   n、＝2nt＝15

  繍2心肺篤駐。蹴畿黒ご露継。。. 
   1990年から1999年までをはずれる値は一で表示した

年に対する1次回帰式   項目別支出の経年変化に関する世帯人数別主成分分析(3. 1. 2)

によっていずれの人数の世帯においても項目別支出は年に対してほぼ直線的に増加すること

が分かった. 世帯人数別支出の経年変化に関する項H別主成分分析(3. 1. 3)によって食:料・

家具及び被服に当てられた支出はパフル経済崩壊までいずれの人数のIU:帯においても年に対し

てほぼ直線的に増加し. 以後やや減少するがそれら以外の項目に当てられた支出は年に対し

てほぼ直線的に増加することが分かった. 

 このことは年に対する1次回旧式では. 次のような結果として現れる:2人の世帯によって

被服に当てられた支出以外の各人数の世帯によって各項目に当てられた支出は年に対して有

意とみなせる1次の回帰関係を示し家具と被服に当てられた支出の年に対する1次回帰係数

のFlは他の項目に当てられた支出に関するFよりも低いが. 食料に当てられた支出のF

は他とほぼ同程度の値を取った. この結果は3. 1. 3の分析では被服以外三日に当てられた支出

の第1主成分の因子得点は90年以後あまり低下しなかったことと一致する. 

 atでは世帯人数の差よりも項目間の差の方か大きい. α1たけから各項目に当てられた支出

の年当たりの増加に見られる人数の影響を調べにくいので、1次回帰式より(97年における

支出)/('80年における支出)を求めた. これを便宜上伸び率と呼ぶ. 伸び率は食料・家具

及び被服に当てられた支出では約1. 3. 光熱・保健・交通及び教養に当てられた支出では1. 5か

ら2. 0まであった. このことはすでに報告した. この分析によって追加された知見は教育に

当てられた支出一特に4人以上の世帯における一は他に比べて特に大きいことである. 

 同一項目に関する伸び率は世帯人数に関連した変動の幅が狭く. しかも世帯の人数に対し

て必ずしも一定の傾向を示さない. 食料と教養に当てられた支出の仲び率は三間の人数の世帯

においてやや低く. 住居に当てられた支出の伸び率は3人以下の世帯では人数に従って大1幅に

減少し光熱に当てられた支出の伸び率は人数に従って大きくなり教育に当てられた支出の

伸び率は人数に従って一特に4人以上の世帯において一大きくなった. 家具と交通に当て
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られた支出の仲び率は人数に対して不規則な変化を示し、被服に当てられた支出の伸び率は2

人の世帯において他よりも小さい、保健に当てられた支出の伸び率は世帯人数と関係なくほぼ

一定である. これらの中で特に目立つのは教育に当てられた支出の年当たりの増加が人数の

多い世帯において著しいことである. すなわち. 教育に当てられた支出の増加は子供の少ない

世帯だけによるものでなくむしろ人数の多い世帯に関して目立つ現象である. 

年に対する2次回帰式   3. 1. 3の結呆からも考えられるように食料・家具・被服・教育及

び教養に当てられた支出は年に対して上に向かって凸の関係を示しそれら以外の項目に当

てられた支出は直線を上回る増加を示したことが分かる. 

 バブル経済崩壊により食料・家具及び被服に当てられた支出の減少(あるいは伸びの低下)

はいずれの人数の世帯においても起こり減少の現れた年が世帯人数によって異なることが

この分析によって明らかになった。支出が最大になる年一すなわちバブル経済崩壊の影響

が項目別支出に現れはじめた年一は支出項目と世帯人数によって異なり. 被服に当てられた

支出において最も早く現れ. 人数の少ない世帯におけるほど早く現れた. 次いで. 家具に当て

られた支出に現れこれも人数の少ない世帯におけるほど早く現れた. 最も遅くなってから現

れたのは食料に当てられた支出でこの減少は人数の少ない世帯におけるほど遅くここで

扱った期間の最後近くになって現れた. 

 それぞれの項目に当てられた支出が減少しはじめる年が世帯人数によって異なることが分か

ってもそれを教育に反映させるまでには多くの問題がある. 

 先の報告では. 教育に当てられた支出の増加は大都市圏で起こった現象で本学の学生の属

す世帯の多い中国地方では減少。九州地方てはほぼ同水準であることが分かった しかし4

人以上の世帯において教育に当てられた支出の大幅な増加が. この分析によって見出された. 

これか地方のrl. 1都市にある本学にどのような影響を与えるか深い関心が持たれる. 

4. 結 論

 バブル経済以前には世帯人数に従って直線的に増加する傾向かいくつかの項目に当てられ

た支出について見られたがバブル経済期にはその傾向が弱まりバブル経済崩壊後にはすべ

ての項目に当てられた支出に見られるようになった. また同じ二一に当てられた支出に関し

ても世帯人数によってバブル経済崩壊の影響の現れ始める年が異なることが分かったバブ

ル経済崩壊により食料・家具及び被服に当てられた支出の減少(あるいは伸びの低下)はい

ずれの人数の世帯においても起こり減少の現れた年が11ヒ帯人数によって異なることがこの分

析によって明らかになった. 
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5、要 約

 1980年から97年までの家計調査年報の第6表(｝83年以後は第7表)「世帯人員・世帯主の

年齢階級別1世帯当たり年平均1か月間の収入と支出(勤労者世帯)」について主成分分析と

回帰分析を行い次のような結果が得られた. 

】. 世帯人数に対する項口別支EHの関係によってここて扱った18年間は(！＞'80年から85

  年まで一項H別支出が世帯人数に対してほぼ直線的に増加した期間(2)'86年忌ら90

  年まで一8人以上の世帯における項卜［別支出に減少傾向が伺える期間及び(3)'91年

  から97年一世帯人数に対する直線的増加の傾向か強くなった期間に分けられる. 

2. 人数の多い世帯におけるほど住居に当てた支出の少ない傾向かt調査した全期間にわたっ

  て見られた. 

3. 食料と光熱に当てられた支出はどの年でも人数の多い世帯におけるほど多い. 

4. 被服・教育及び教養に当てられた支出では世帯人数に対する直線的な増加傾向がバブル

  経済崩壊後には強くなった. 

5. バブル経済崩壊の影響は. 被服に当てられた支出において最も顕著に現れ、人数の少ない

  世帯におけるほどはっきりした影響を受けた. 

6. バブル経済以前には. 食料・二藍・光熱及び家具に当てられた支出に世帯人数による違

  いが強く現れた. ハブル経済期には家具・被服・保健・交通・教育及び教養に当てられ

  た支出の世帯人数に対する直線的増加の傾向は有意とみなせなくなった. しかしバブル

  経済崩壊後は. すべての項目に当てられた支出において世帯人数に対する直線的増加の

  傾向は有意とみなせるようになった. 

7. 生活の基本である衣(バブル経済崩壊後だけに世帯人数の影響が表れる)・食(世帯人数

  に従って増加する〉・住(世帯人数に従って減少する)の問で世帯人数の影響が異なる. 

8. 食料と教育に当てられた支出の1人当たりの増加はt他の項目におけるそれとかけ離れて

  大きい. 

9. '80年から'97年までの支出の増加は人数の多い世帯においてt特に教育に当てられた支

  出において大きい. 

10. バブル経済崩壊による支出の減少は被服に当てられた支出に最も早く現れしかも人数の

  少ない世帯におけるほど早く現れた. 次いで. 家具に当てられた支出に現れれこれも人

  数の少ない世帯におけるほど早く現れた. 最も遅く現れはじめたのが食料に当てられた支

  出で人数の少ない世帯におけるほど遅く現れた. 
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